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2015年度派遣数、派遣地域

日本語専門家の派遣

事業の各地での展開

日本語上級専門家 ： ２４か国 ３３ポスト
日本語専門家 ： ３５か国 ６４ポスト
日本語指導助手 ： １５か国 １８ポスト
米国若手日本語教員： １か国 １９ポスト
--------------------------------

計 ４１か国 １３４ポスト ※ＥＰＡ予備教育実施のための専門家派遣除く



派遣専門家の業務
＊現地教師の育成・ネットワーク構築や
日本語講座の運営、現地日本語教育
機関の日本語普及活動への支援

＊日本語上級専門家
主としてアドバイザー業務
●基金拠点主任講師、教育省、教員養成大学派遣：
国・地域の日本語教育支援の統括 ／
優先課題の対策立案・実施評価 ／優先プロジェクトの
進捗管理（プロジェクト・マネージャー） ／
関係機関とのネットワーク構築・維持 ／
現地教師・基金派遣講師の育成 ／ 日本語講座の統括 ／
基金他事業への協力

＊日本語専門家

直接教授及びアドバイザー業務 ●拠点中等教育、日本語講座、大学派遣：
配属校カウンターパート教師支援（教師育成・教材作成など） ／
教師会・基金等関係者との協働による地域の中等教育支援 ／ 優先プロジェクトの分担
部分の推進（プロジェクト・リーダー） ／ 基金他事業への協力

＊具体的な活動「世界の日本語教育の現場から」参照
http://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/teach/dispatch/voice/voice/index.html



求められる資質・能力

・地域のニーズや課題を把握し、解決法を探り、適切な方策を選ぶ、または
仕事を創造し、他者と協働で問題解決する力、またはイノベーションを
起こしていく力
・教育についての概念的な枠組み（JF日本語教育スタンダード、各地の教育
理念など）を理解し、現地に合った応用を生み出す力

資質・態度
・他者と協働できる柔軟性
・問題解決にあたる積極性、創造性
・前向きに感情を処理する態度
・自身を客観的に振り返る態度

知識
・グローバル社会の状況に関する知識
・業務遂行や問題解決の方法の知識
・ＩＣＴを駆使する知識

能力
・任国の教育行政や日本語教育事情等に関する情報収集力
・日本語教育関連事業の企画・立案能力
・関係する諸機関や関係者との調整・交渉能力
・業務を円滑に行うための事務処理能力

マネジメントの知識・能力

日本語教育
に関する

知識・技能・
経験



日本語パートナーズ（NP）派遣事業概要

2013年12月14日
日本・ASEAN特別首脳会議
「文化のWAプロジェクト」

発表

＊2020年の東京五輪を目指して
安倍政権が推進する、

「文化のWA（和・環・輪）プロジェクト
～知り合うアジア～」の一環

＊目的：日本とASEAN諸国の文化交流強化

＊日本人約3,000名をASEAN 10ヶ国の中等教
育（高校）を中心とする教育機関へ派遣

＊派遣者数実績：2014年度100名、2015年度170名

＊詳細はアジアセンターホームページ参照

http://jfac.jp/partner/index/



“日本語パートナーズ”派遣実績
（2016年4月現在）

345

187

75

74
25

15

インドネシア

タイ

マレーシア

ベトナム

フィリピン

その他



派遣先でのNPの役割
1)現地教師のアシスタ
ントとして授業運営に
携わる。

2)派遣校や地域の人た
ちへ日本文化紹介を通
じた交流を行う。

3)NP自身も現地の言
葉や文化を学び、それ
を発信する。



NPの応募要件

(1)本事業の趣旨及び派遣制度を理解し、日本とASEAN諸国との架け橋となる
志をもった方

(2)現地の一般的な水準の生活環境（住居、暮らしぶりなど）に対応できる方
(3)満20歳から満69歳である方
(4)日本国籍を有し、日本語母語話者である方（国籍留保の届出をしている
方、
重国籍の方は、日本国籍選択の手続きが完了していること）

(5)日常英会話ができる方（英語で最低限の意思疎通が図れる程度）
(6)国際交流基金が指定する派遣前研修全日程（合宿形式）に参加できる方
(7)SNS、ウェブサイト等を活用して本事業の広報や活動についての情報発信
に協力できる方

(8)心身ともに健康な方
(9)基本的なパソコン操作ができる方（Eメールの送受信、簡単な文書や資料の
作成など）

注）日本語教育についての素養は問わない。



●「知る」とともに「できる」を重視：
フォリナートーク、教壇体験、
異文化状況における協働、
双方向型・体験型の日本文化紹介等

採用時点では日本語教育についての素養は求めていない。

また、日本語教師を養成する目的ではなく、時間に限りもあるの
で、派遣前研修では日本語文法、日本語教授法等の知識は大幅
に割愛している。

しかし、チーム・ティーチング授業で現地教師を補佐したり、日本
文化を紹介したりするための実践的能力を養成するため、
派遣前研修ではフォリナートーク、TT授業体験、双方向型・体験型
の日本事情・日本文化紹介等のワークショップを行っている

NPに身につけてもらいたい能力



日本語上級専門家

日本語専門家

• 2年／10年以上の日本語教授
経験（コーディネート経験）
→日本語教育の知識・技能・経験

• 資質・態度
協働、柔軟性、積極性、
創造性、前向きさ、内省

• 知識
グローバル社会、業務遂行
や問題解決の方法、ＩＣＴ

• 能力
情報収集力、企画・立案能力
調整・交渉能力、事務処理能力

“日本語パートナーズ”

• 日本語教育経験不要

• 「知る」とともに「できる」を重視：
現地の生活、教育現場での

実践的能力

（フォリナートーク、教壇体験、

異文化状況における協働、

双方向型・体験型の日本文化

紹介等）

異文化適応能力マネジメントの知識・能力



プレゼン提示



日本語上級専門家

＜採用要件＞ 平成29年度
日本国籍を有し、日本語を母語とする者で、以下1～4をすべて満た
していること。
1.平成29(2017)年4月1日現在で65歳未満であること
2.日本語教育関連分野において修士号以上の学位を有すること。
3.応募時点で国内外通算10年以上、中等・高等教育機関、日本語
学校等の日本語講師（非常勤を含む）として勤務した経験がある
こと（海外勤務経験が望ましい）。 ＊コーディネート経験
4.平成29（2017）年3月5日 (日曜日）から 3月12日（日曜日）に国際
交流基金日本語国際センター（さいたま市北浦和）で実施予定の
派遣前研修に参加できること。



日本語専門家

＜採用要件＞ 平成29年度
日本国籍を有し、日本語を母語とする者で、以下1～4をすべて満た
していること。
1.平成29(2017)年4月1日現在で65歳未満であること
2.日本語教育関連分野において修士号以上の学位を有すること。
3.応募時点で国内外通算2年以上、中等・高等教育機関、日本語学
校等の日本語講師（非常勤を含む）として勤務した経験があるこ
と（海外勤務経験が望ましい）。
4.平成29（2017）年3月5日 (日曜日）から 3月12日（日曜日）に国際
交流基金日本語国際センター（さいたま市北浦和）で実施予定の
派遣前研修に参加できること。



派遣前研修 7日間の流れ

所長講演
日本語専門家活動
報告会
機関種別業務計画
セッション

業務関連セッション
国際交流基金事業の概要・方針、JF日本語講
座概要等説明
報告書作成、海外での安全管理等

日本語教育関連ワークショップ
JF日本語教育スタンダード、『まるごと 日本のことばと文化』、
e-learning、日本語講座OJT、日本語能力試験

機関種別業務計画
ポスター発表
振り返り、まとめ

日本語教育とマネジメント

業務マネジメント
キャリアマネジメント

コミュニケーション能力、言語教
育、

文化・社会関連の知識の再整理



派遣前研修
4週間（午前中は現地語研修。日本語教育部分は40時間）

STEP1: NPの役割、派遣国の

事情を知る STEP2: TTを知り、

体験する STEP3: 日本事情・

日本文化を紹介する


